生活改善運動と生活記録運動：地方改良運動と民力涵養運動との関わりに着目して by 佐野, 浩
－ 66 －
生活改善運動と生活記録運動
－地方改良運動と民力涵養運動との関わりに着目して－
経営情報学部　教授　佐野　　浩
１．はじめに
　生活改善運動は、大正時代半ばに始まった物心両面から生活の近代化・合理化を図る国民運動で
あり、第二次大戦を経て高度経済成長期に至る戦前・戦中・戦後に営まれた様々な取り組みを言う。
農村部では、第二次大戦後に実施された生活改良普及事業や新生活運動などを指して「生活改善運
動」と呼ばれることも多い。
　今（1956，p6）は、生活改善運動を、「日常生活、社交生活にかかわることが対象とされ、われ
われが認知しうるかぎりにおいて、進歩的だと考えられる方向へ移行せしめようとする文化運動」
と定義し、近代における最も著しい生活改善運動の事例として、「第１次世界大戦で国民総力戦を
体験した反省からの生活の民主主義化・合理化運動」を挙げている。
　第一次大戦後の欧米各国では、労働運動が高揚し、これに呼応するように、「住宅改善運動や、
生活美化運動など、一般民衆の生活向上運動があらわれ（中略）これに応じて家庭生活の合理化お
よび美化についての教育活動が、婦人団体を中心に行われ」（宮原，1990，p21）、大正期の我が国
にも影響を与えたのである。
　しかし、我が国の生活改善運動は、欧米諸国のような下からの民衆運動というよりは、第一次大
戦によってイギリス、アメリカ、フランス、イタリアと並ぶ五大国の一角を占めるに至った後の国
家としての「戦後経営」の色彩が濃く、主に内務省と文部省の主導による官製運動として進められ
た経緯を持つ。その意味では、日露戦争後の戦後経営である地方改良運動・自治民育政策の系譜を
引き継ぐものと言える。その事業は広範に及び、第二次大戦後に限ってみても、「文部省の社会教育、
厚生省の栄養・衛生、農林省の生活改善、労働省の婦人少年、建設省の住宅というように、それぞ
れの分野から、多分にセクショナリズム的に、個別的に指導がなされているけれど、綜合的になさ
れているとはいえない」（今，1956，p7）のが現状である。生活改善運動は、何のために、誰を対
象とし、如何なる形で推進され、どのように受容されていったのだろうか。改善されるべき「生活」
とは、果たして何であったのだろうか。それは、第二次大戦後の各地で婦人や青年達が活発に取り
組んだ生活改善運動や生活記録運動とどのような関わりを持っているのだろうか。
　本稿では、明治期に始まった地方改良運動と民力涵養運動との関わりに着目して、生活改善運動
に関する先行研究を整理し、その展開の経緯と特質について考察する。それを踏まえて、こうした
施策や地域・民衆の営みが、第二次大戦後の生活改善運動や生活記録運動とどのように関わるのか
を考察し、今後の研究の視角を明確にすることを目的とする。地方改良運動から順に見て行こう。
－ 67 －
２．日露戦争後の国民生活と国民統合政策
２－１　地方改良運動と自治民育政策のはじまり
　地方改良運動は、日露戦争後の新しい段階に達した日本帝国にふさわしい財政的・経済的・制度
的・人的基盤を創出するため、国家権力によって遂行された諸政策を言う。「内務・文部・農商務
省等の諸政策を統一的に講習するために明治42年７月に開かれた地方改良事業講習会にちなんで、
地方改良運動とよばれている」（宮地，1973，p18）。地方改良運動における社会教育的側面は「自
治民育」とよばれていた（宮坂，1994，p30）。
　明治37年（1904年）から明治38年（1905年）にかけて戦われた日露戦争は、「真に国力を傾注した戦
争」（鈴木，1962，p.82）であった。戦費支出は合計19億8,612万円に達したが、これは開戦前年、
明治36年（1903年）度の我が国の国家予算における歳入総額２億2,418万円の実に8.9倍であり、その
大半を内外公債に頼っていた（大蔵省，1940，p222，p228，p233，p246）。
　日露戦争は戦争支援と戦費調達のため、国民に対して様々な銃後活動と非常特別増税を課し、地
方町村に対しても厳しい経費縮減を強いるものであった。戦争に勝利し、列強の一角に加わったも
のの、戦争によって膨張した財政と植民地経営の負担は、地方自治体の更なる財政窮乏を招き、農
村の疲弊と動揺は深刻であった。日清・日露戦争を経て、我が国の産業革命は軽工業から重工業の
段階へと進み、「産業の發達と共に資本主義が益（ママ）強大となるに伴ひて勞働問題が起こり、社
會主義者の擡頭を見ることとなり、政治上社會上種々の問題を生じ、教育の方面に於ても亦特別の
注意を要するに至った」（教育史編纂会，1939，p8）。
　日露戦争後の我が国は、「一方において日本の近代化は『本物でない』とする都市知識人の批判
があり、他方において日本の近代化は『農村の実態をふまえていない』とする農民の不満があった。
そして、それにオーバーラップするような形で『近代の欺瞞性』を突く労働者の階級意識が成長し
つつあった」（石川，1996，240）。そのため、「ここに至って国民統合のイデオロギーとして教育勅
語一本では不十分となり、帝国主義的経済発展に適合するもう一本の民心統合の規範を必要とした。
その際の基本的モチーフは、『経済と道徳との調和』であって、それを具現したものが他ならぬ戊
申詔書であった」（窪田，1989，p13）。
　明治41年（1908年）10月13日に渙発された「戊申詔書」は、次のような305字の詔勅である。
　朕惟フニ方今人文日ニ就リ月ニ將ミ東西相倚リ彼此相済シ以テ其ノ福利ヲ共ニス朕ハ爰ニ益々國
交ヲ修メ友義ヲ惇シ列國ト與ニ永ク其ノ慶ニ頼ラムコトヲ期ス
　顧ミルニ日進ノ大勢ニ伴ヒ文明ノ惠澤ヲ共ニセムトスル固ヨリ内國運ノ發展ニ須ツ戦後日尚浅ク
庶政益々更張ヲ要ス宜ク上下心ヲ一ニシ忠實業ニ服シ勤儉産ヲ治メ惟レ信惟レ義醇厚俗ヲ成シ華ヲ
去リ實ニ就キ荒怠相誡メ自彊息マサルヘシ
　抑々我力神聖ナル祖宗ノ遣訓ト我力光輝アル國史ノ成跡トハ炳トシテ日星ノ如シ寔ニ克ク恪守シ
淬礪ノ誠ヲ諭サハ國運發展ノ本近ク斯ニ在リ朕ハ方今ノ世局ニ處シ我力忠良ナル臣民ノ協翼ニ倚藉
シテ維新ノ皇猷ヲ恢弘シ祖宗ノ威徳ヲ對揚セムコトヲ庶幾フ爾臣民其レ克ク朕力旨ヲ體セヨ
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（教育研究会，1910，p11-12）
　一読して分かるように、列強諸国に伍して文明の恵沢を享受するには、国運の進展が欠かせず、
国民が上下心を一つにし、忠実に進んで業に励み、勤倹・信義を旨とし、荒んで怠けた生活になら
ないよう、気持ちを引き締めていくことが大切であることを説いている。
　戊申詔書は、日露戦争後の我が国の近代化を、前近代的な儒教道徳や天皇を頂点とする家族的な
国家観によって解決することを謳っている。家制度や身分制度といった封建的な遺風を払拭するの
ではなく、むしろそうした旧習に馴染んだ民衆の心情に訴えつつ、「国民内部に芽ばえ始めた個人
主義の風潮と階級対立の傾向を批判して、天皇制のもと国民統合の実をあげようというのがそのね
らいであった」（石川，1996，241）。
　こうして、内務省と文部省の主導の下、「空前の国民教化・生活改善運動が展開されることになっ
た」（有泉，1976，p226）のである。生活改善運動の前史である地方改良運動と自治民育政策は、
具体的にどのような内容と特質を持っていたのだろうか。順に見て行こう。
２－２　地方改良運動と自治民育政策の特質
　地方改良運動は、「戊申詔書（1908［明治41］年）発布とともに展開された官製の運動であり、地
方の財政改革運動であるとともに、地域住民に対しての教化運動であった」（森，2001，p412）。
　明治42年（1909年）７月に、地方事務官・属・郡長など150名余りを集め、東京で開催された「第
一回地方改良事業講習会」は、三週間、38科目に及ぶ膨大なものであった（官報，第7835号，
pp98-100）。主な科目名だけでも、「自治の本義」、「自治と経済」、「地方財政の要項」、「部落有財産
の統一及利用」、「地方監督事務の要項」、「町村の経営」、「貯蓄奨励の要項」、「衛生事務の要項」、「農
事改良の要項」、「自治と青年会」、「実業教育」、「特種教育（ママ）」、「自治と産業組合」、「副業の奨
励」、「実験談」などがあり（官報，第7835号，pp99）、物心両面から地方の立て直しを目指すこの
運動が、如何に多方面に亘る課題の、同時的かつ急速な解決を必要としていたかが窺える。
　日露戦争後の国民に求められた「自治の精神」とは、「公利公益の爲には私の利害を捨て協同一
致以て地方の福利を全うせんとするもの」（井上，1909，p288）であり、中央で講習を受けた地方
官が指導者となって、県段階での地方改良講習会が実施され、全国の各市町村に政府の政策の全面
的な浸透が図られた。その手立てとして、「町村是の作成、納税組合の設立による滞納税の解消、
勤倹貯蓄組合・産業組合の設立、耕地整理、農事改良などが実施され（中略）、その過程で学校長
や神官・僧侶などが積極的に動員されるとともに、青年会（青年団）が組織され、さらに報徳社な
ども利用された（今泉・石毛・笠井・三橋・原島，2009，pp644-645）。「国家が自己の基盤をつく
りだすために行政町村内に深く下降させ、同時に行政町村内に公共心・共同心を養成させようとし
た産業組合・貯蓄組合・青年会・夜学会・婦人会等各種団体・組合組織」（宮地，1973，p104）といっ
た半官半民の組織を利用して住民の自発的な活動を促すところは、それ以前の政策とは根本的に異
なる地方改良運動の大きな特色であった。
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　田村は、「地方改良運動の地方なる意味は、都市に対する農村という意味ではなく、中央政府に
対する地方自治体の義であった」とし、地方改良運動が意味したものを、当時は「感化救済、社会
改良、社会政策と呼ぶ方が一般的であった」と指摘している（田村，1989，p142）。感化救済事業は、
「地方改良事業と並行して内務省が実施した事業であり」、両事業は「一体のものとして官僚は考え
ていた」（田村，1989，p140）というのである。
　「第一回地方改良事業講習会」の前年、明治41年（1908年）９月に東京で開かれた「第一回感化救
済講演会」で平田東助内務大臣は次のような訓示を行った。
　「近来貧民を救ふ方法に就ては頗る研究されつゝあるか又貧民なからしむる方法に就ても非常に
工夫を盡されてある併し其の未た飢寒に陷らさるの前に於て之を救ふに若かんのであるされは此目
的を以て勞働紹介所、幼兒保育所、施療病院、職工の保護事業、貯蓄奨勵の事業、産業組合、矯風
會、靑年會、婦人會、公開講演會、簡易圖書館、巡回文庫、兒童倶楽部、住居改良の事業、營業品
供給の事業等を始め延いては都市農村の改良問題にまて亘ってあらゆる方面に其の經營を認められ
て居る故に其本意とする所は一時の施與問題にあらす又一部の救恤問題にあらす常に永遠の利益全
般の公益如何を考へ着ゝと其歩を進めて居る點最も着眼すへき事と思ふ」（内務省地方局，1909，
p4）
　ただ単に、一時的な救恤によって貧民を救うのではなく、一歩進んで国民が飢寒に陥らないよう
にする方が重要であって、身近なことから都市農村の改良問題に至るまで、あらゆる方面に亘って
永遠の利益、全般の公益を図ることが感化救済事業の本当の目的であると言う。
　要は、「協同一致の力に依り又相互救濟の事業に依て風俗の改善を圖り勤儉を奨勵」（同，p8）し、
「一人にても多く善良有力の國民を作るといふこと」（同，p5）であり、言はゝ地方か自治自營の
道に依て社會改良の方法を講するのてあつて其普及は最も望む所てある」（同，p8）と言うのである。
　経済の低迷と地方財政の疲弊によって民生が逼迫する中、こうした国家的な要請を、民衆からの
自発的な活動によって達成させるためには「自治民」の育成が不可欠である。それには、「家族国
家観の鼓吹によって民衆に対し国家へのリアルな感覚を喚起すると同時に、民衆の階級的自覚を家
父長制的関係の中に眠り込ませる必要があった」のであり、「民衆一人一人を自治の担い手として
政治的に平準化する年齢階梯性的矯風組織」（背戸，1996，pp161-162）、すなわち、各地域に在る
各種半官半民団体・組織の活用が不可欠であったのである。
　青年会や産業組合、婦人会などの団体は、年齢階梯による秩序はあるものの、会員全てが地域に
共通の利害解決に参画する主人公である。会員相互の自発的な参加によって地方の民風は改善され、
伝統的な共同体の秩序は維持され、各員の自己実現も果たされる。それは同時に国家の体制を下か
ら補完することにつながるのである。こうした団体は、元々在った民衆の互助組織や機能を再編し
て、国家の下に統制・包摂したものと言える。戦前期における我が国の社会体制の骨格はこうして
確立し、地方改良は、「民衆の自発的な運動」として展開して行くことになったのである。
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３　第一次大戦後の国民生活と国民統合政策
３－１　民力涵養運動のはじまり
　日露戦争後の我が国は、軍需や植民地経営を背景とした企業の設立が続き、重化学工業が発展し
た。1907年のアメリカの金融恐慌の波及と、日露戦争の反動による慢性的な不況の中で生産と資本
の集中が進み、我が国は独占資本主義の段階に入りつつあった。
　教育の普及に伴い、都市には知識人や会社員などの新中間層が増え、労働者階級とともに新たな
社会階層を形成していた。その一方で、政治的にも経済的にも、「地主制下に大量の貧窮農民を存
在させておけば、その農民のみじめな生活水準が労働者の賃金水準をたえずおし下げる力として働
くがゆえに、（中略）家父長制家族制度の基盤として地主制と小農経営は必要」（井上，1968，
p388）であり、農民の生活は半封建的な体制に留め置かれたままであった。
　日露戦争から10年後の大正３年（1914年）７月に勃発し、大正７年（1918年）11月に終結した第一次
大戦による経済の活性化とその反動による不況は、こうした事態を一層先鋭化し、独占資本と結ん
だ国家と、労働者・農民・都市新中間層など民衆との対立は深刻であった。こうした状況の中で、
大正８年（1919年）３月１日に床次内務大臣から庁府県長官宛に出された内務省訓令第94号「民力涵
養に關する内務大臣の訓令」によって、第一次大戦後の戦後経営が始まった。
　不肖就任の初、深く時局の重大なるを念ひ、戰時並び戰後の將來に處すべき所見の大要を掲示し
て各位と共に鞠躬努力以て奉公の誠を竭さむことを期したり。爾来玆に五閲月、大戰漸く其跡を收
めむとすと雖も、戰後の世局は彌々多端を加へ、時運の進轉は更に帝国の地歩をして一層其重きを
爲すに至らしめたり。今、之を列國のする所に察するに、列國激勵相競ふて何れも戰時の創痍を醫
し、進んで宇内一新の文化を再造せんとするに是急ならざるはなく、新鋭の意氣方に磅磚たるを觀
る。乃ち、我國民の此時運に處する一に各自の自制に依りて犠牲奉公の精神を發揮し、相率ゐて益々
國體の精華を顕揚するに勉ると共に、勤儉能く産を治めて生活状態の改善を圖り、彼比相濟けて克
く協同調和の實を擧ぐるを期すべく、享樂徒に貲を摩し、輕噪動もすれば常軌を逸するが如き、苟
も健全なる國家の進歩を阻碍するものに在りては深く之を戒め、官民一致相策勵して須らく新興の
方策を確立する所なくんばあらず。若夫れ戰後經營を體現するの途に至りては、各方面に亘りて自
ら多様なるを免れずと雖も、民力涵養の方面より着眼して此に其根柢たる可き要項を擧げ、重ねて
庶幾する所を示さむとす。
一、立國の大義を闡明し國體の精華を發揚して健全なる國家觀念を養成すること
一、立憲の思想を明鬯にし自治の觀念を陶冶して公共心を涵養し犠牲の精神を旺盛ならしむること
一、世界の大勢に順應して鋭意日新の修養を積ましむること
一、相互偕和して彼比共濟の實を擧げしめ以て輕進妄作の憾みなからしむること
一、勤儉力行の美風を作興し生産の資金を增殖して生活の安定を期せしむること
（江幡，1921，pp219-220）
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　大正８年（1919年）３月に、床次内務大臣から民力涵養運動に関する訓令が出されたのは、明治41
年（1908年）10月に戊申詔書が渙発されてまだ10年余りの時分のことである。床次は、戊申詔書が渙
発された当時の内務省地方局長であり、その後も内務次官として地方改良運動の推進に当たってい
た人物である。そのためか、この訓令は、戊申詔書の内容はそのままに、より詳しく言葉を重ね、
第一次大戦後の戦後経営として民心の一層の引き締めを図っただけのように見える。すなわち、「官
民一致相策励」、「健全なる国家観念を養成」、「犠牲奉公の精神を発揮」、「生活状態の改善を図り」、
「軽進妄作の憾みなからしむる」、「生活の安定を期せしむる」といった具体的な言及がそれである。
　「戦後日尚浅ク庶政益々更張ヲ要ス」この時期に、なぜここで改めて、民力涵養の訓令が出され
なければならなかったのだろうか。また、この直後に本格化する文部省の生活改善運動とどのよう
に関係するのであろうか。
３－２　民力涵養運動の特質
　一般に、民力涵養運動は、「地方改良運動の戦後版」（国立教育研究所，1974，p1111）とされて
おり、地方改良事業を継承する類似性を持つことが指摘されている（宮坂1966，pp183-184）。しか
し、「民力涵養事業は多くの部門で地方改良事業の継承としても行われたが、より多く独占資本主
義確立段階という新たな社会状況に対応する独自の事業として推進された」（木戸田，1984，p2）
という特色を持っている。「日露戦争以来の圧政と収奪の強化にたえかねた民衆は、何かきっかけ
があれば街頭にとび出して要求をかちとろうとする気分にあふれていた」（井上，1968，p372）の
である。
　戊申詔書渙発から僅か10年余りの間に、日露戦争後とは次元の異なる困難な社会問題が広がって
おり、内務省の主導する民力涵養運動が、後段で触れる文部省の主導する生活改善運動や社会教育
とは異なる様相を示したのは、このことが原因と考えられる。
　床次内務大臣の民力涵養の訓令と同日の、大正８年（1919年）３月１日に小橋内務次官から出され
た「戰後民力涵養ニ關スル内務次官通牒」（内務省第359号通牒）には、こうした事態を踏まえた内
務省の慎重かつ周到な姿勢が窺える。
　今般戰後ノ民力涵養ニ關スル件ニ關シ大臣ヨリ訓令ノ次第モ有之候處右趣旨ノ普及ト徹底ヲ期ス
ルニ當リテハ地方ノ實情ニ最モ適應スル方策ヲ講シ最善ノ努力ヲ要スル次第ニ有之候ニ就テハ本省
ニ於テハ囑託員及講師ヲ設ケテ之カ奨勵誘導ノ任ニ當ラシムルコトニ合成リ地方廰ニ於テハ過般勤
儉貯蓄奨勵ノ儀ニ關シ配賦シタル豫算ヲ本トシ相當經驗アル適任者ヲ選任セラルゝ筈ニ有之候ヘ共
其ノ専任者ト相呼應シテ講演指導其ノ他方法ニ依リ所期ノ効果ヲ擧ケシムル様致度右ニ關シ計畫上
ノ都合モ有之候ニツキ本省ヨリ囑託員又ハ講師ノ派遣ヲ要スル適當ナル時期豫メ承知致置度猶曩ノ
通牒ニ依リ夫々御計畫ノ事ト存候ニ就テハ左記ノ事項ヲ御報告相成度
一、専任者ノ任用ノ月日並其履歴
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一、専任者ノ手當旅費並府縣費其他ノ補足額
一、本事業計畫ノ大綱 （岩手県，1921，pp13-14）
　あくまでも「地方の実情に最も適応する方策を講じ、最善の努力を要する」のであり、「相当経
験のある適任者を選任」した上で、内務省嘱託の講師を派遣し、地方の計画に則って綿密に打ち合
わせた上で、この事業の「奨励誘導に当たる」と言うのである。「『人』の問題、自発的・主体的な
『人』を得るか否かに、改良事業の成否はかかっている」（宮地，1973，p104）のであり、地方名
望家による自治の伝統を持たない我が国では（石川，1996，p246）、半官半民の組織・団体を育て、
国家のために犠牲奉公の精神を発揮する自治民を育てる必要があったのである。
　日露戦争後の地方改良運動は、天皇の詔勅である「戊申詔書」という後ろ盾を得て推進された、
一大国民統合政策であった。しかし、それを以てしてさえ尚、政策の貫徹に困難を生ずるほどに、
資本主義の矛盾、社会的な歪みは民衆の生活を覆っていたのである。体制を保持するには打開策が
必要であり、地方改良運動は形を変え、繰り返し引き継がれなければならなかったのである。
　こうした「牧民思想」は、この時期に確立した内務省独自の行政思想であった。民は牧場の羊や
牛のようなものであって、現在でも、「『行政が住民を啓発指導し政策を推進普及し地域や産業を振
興する』『行政が政策の主体であって住民は政策執行の客体である』との考え方が自治体行政内に
も根強く堆積している」（森，2003，p75）。大正期の民力涵養運動は、そうした牧民思想を最大限
拡大・精緻化し、時局に照らし、細心の注意を払って地方町村の人材を動員し、地域の状況に応じ
て個別的・具体的に、人々の生活の内面にまで及んだ強力な統制事業であった。
　この間、大正６年（1917年）８月に内務省地方局内に設置された救護課は、翌大正８年（1919年）
には社会課に改称され、大正９年（1920年）には内務省の外局として社会局が新設されている。「近
時産業の發達と社會の推移は各般の社會的施設を必要とすること益々切にして、勞働問題其他各種
の社會問題が政治上愈々重要緊切なものになつて來たので、各省に分屬してゐた勞働行政事務及社
會事業事務を統一するの必要が認められて、此處に新に一官廰を設くる事になつて（中略）内務大
臣の管理の下に社會政策的行政の中樞機關となつた」（社会局庶務課，1928，pp1-2）のである。
　しかし、そのような「官治の住民観」に基づく「自治の強制」だけで、住民が本当に自発的に動
くものであろうか。官庁の中の官庁たる内務省が、既存の政策を総動員し、改めて万全の体制で「生
活状態の改善」指導に乗り出したのは、勤倹貯蓄や産業の奨励といった従来の政策の限界を示すも
のであろう。国家の庶幾する範囲を逸脱せず、権利の主張を放棄し、義勇公に奉じ、自らの犠牲を
厭わず、相互偕和して彼比共済の実を挙げしむる。そこにはもう一段の政策が必要であり、そこで
重要な役割を果たしたのが、学校や教育であった。次に、文部省の生活改善運動を見て行こう。
４　生活改善運動の展開
４－１　文部省の生活改善運動と社会教育のはじまり
　内務省から出された「民力涵養に関する内務大臣の訓令」の五つの要目は、第一次大戦後の体制
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の危機を乗り切るために誘導すべき国民思想の方向を示すものであった。内務省はこれを社会政策
として遂行したのであり、文部省は社会教育として推進したのである。
　前章で述べたように、内務省の民力涵養事業は、従来の地方改良運動の事業・手法を継承しつつ、
独占資本主義段階の新たな社会状況に対応し、その対象を地方の各集落という単位から、一人一人
の住民の内面にまで広げ、政策の浸透・涵養を意図するものであった。
　これに対して、明治維新以降に、展覧会や講演会、博物館・図書館等を通じて一般民衆を対象と
して行われた文部省学務局の所管する啓発活動は「通俗教育」と呼ばれていた。通俗教育とは、「学
校教育ノ施設以外ニ於テ国民一般ニ対シ通俗平易ノ方法ニ依リ教育ヲ行フモノ」である。その後、「大
正８年（1919年）５月に、臨時教育会議の答申に基き、文部省普通学務局に第四課を置き、特に通俗
教育等に関する事務を掌らしめること」となり、この通俗教育という言葉を、「大正10年（1921年）
６月、『文部省官制』改正にあたり「社会教育」と改めた」（寺中，1995，p20）のである。内務省が、
「それまで、社会主義との関連で役所では忌避されていた『社会』という文字をあえて公式に用い
ることによって、社会問題に正面から取り組む姿勢を打ち出した」（倉内，1983，p21）のと同様、
文部省においても、「これを機をとして社会教育行政の整備につき積極的な方法がとられることと
なった」（文部省，1974，p528）のである。
　生活改善運動は、新設された文部省普通学務局第四課の手掛けた最初の事業であり、内務省の民
力涵養運動と並ぶ官製運動である（久原，1974，p842）。「生活改善運動の皮切りは、1919～20年
の東京教育博物館での生活改善展覧会であった。そして展覧会盛況の勢いを借りて、その開催期間
中に生活改善同盟が結成されるのである」（中川，2012，p76）。
　生活改善同盟会は、「1920年に文部省の外郭団体として発足して活動を開始し、22年に財団法人
として認可され、1933年には生活改善中央会に改編されて、1943年に活動を休止した」（中川，
2012，p77）。その目的や事業内容は、「財団法人生活改善同盟会寄付行為」に、次のように掲げら
れている。
第一條 　本會ハ社會民衆ヲ教育シ國民生活ノ改善向上ヲ期スルヲ以テ目的トス
第二條 　本會ハ其ノ目的ヲ遂行スルノタメ左ノ事業ヲ行フ
　一、衣食住、社交儀禮等ノ改善ニ關スル調査
　ニ、生活改善ノ實物宣傳及實行ノ促進
　三、講演會、講習會、展覧會等ノ開催
　四、會誌並ニ調査報告等ノ發刊
　五、其他生活改善上必要ナル事項 （生活改善同盟会，1924，p128）
　生活改善会同盟会は、多数の専門家の協力を得て、「衣食住及び社交等に亘って在来の生活法を
整理し其の様式を改善して一層合理的ならしめ（中略）、國民生活の向上能率の增進延いては國運
の發展」（生活改善同盟会，1923，叙言）を図ることを狙いとしていた。
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　こうした一般民衆を対象とした生活改良の啓蒙は、既に明治初年から「通俗教育」として文部省
の所管として行われて来たものであった。これを「生活改善展覧会」開催と呼応して「生活改善同
盟会」という外郭団体を立ち上げ、各地方に支部会を結成し、大々的に全国展開したのは、第四課
課長の乗杉嘉壽であった。そこには、それまで文部省が旨として来た伝統的社会教育観からの大胆
な転換の意図が込められていた。
４－２　生活改善運動開始の経緯
　今日では、「社会教育」とは、「個人の要望や社会の要請にこたえ、社会において行われる教育」
を言い、学校教育以外の教育を包含する概念とされている。これに対して、倉内は、第二次大戦以
前の我が国では、「社会をどうするか、社会を向上させよう、そのために社会に働きかけよう－そ
うした問題意識は、社会教育という語が使われるときしばしば付随していたものといってよいだろ
う。付随というよりも、前提にあるといったほうがなお適切であるかもしれない」とし、そこに「『対
社会の意識』を読み取るのは容易」であると指摘している（倉内，1983，p18）。
　確かに、吉田は、『社会教育』の中で、「社會敎育というのは直接に社會の改善を目的とする仕事
でなければならぬ」（吉田，1913，p2）、社会教育の「敎育的動作の對象となるものは社會其もの
であつて個人ではないのである。（中略）卽ち直接に其影響を受くるものは個々の人間であると致
しましても、其事業の精神が社會の改善の爲に、社會の敎育の爲になさるゝものである」（同p4）
と述べている。しかし、吉田の言説で、さらに注目すべきは次の二点である。
　一点目は、社会教育は「社會政策或は社會改良に關係する一種の社會問題に属するものである。
それであるからして（中略）敎育學の一部分に屬する所のものとは自ら性質を異にして居る」、「社
會敎育は寧ろ應用敎育學の一部分と言ふべき」である、という点である。もう一点は、社会教育と
社会政策との関係である。「社會政策と云ふ語は種々なる場合に使用せらるゝが、普通は主として
經済上に關する社會の改善を意味して居るのでありまして、特に勞働者問題が其の中心點である。
社會の改善を目的として居る點に於ては、社會敎育と違ふ所はないのであるが、（中略）併ながら、
其目的とする所は直接に社會を改良して行かうと云ふのではなくして、社會の秩序をして合理的な
らしめようと云ふに過ぎぬ」、「社會政策と云ふものと社會敎育とは決して其範圖を同じうするもの
ではない。從って社會政策の研究があるから、社會敎育の研究は不必要であると云ふ譯のものでは
ない」（同pp6-7）と言うのである。
　この指摘は重要である。第一次大戦勃発以前の我が国の教育界に、既に教育を社会的に拡張しよ
うとする動きが始まっていたことを意味しているからである。
　それでは、文部省普通学務局第四課の乗杉は、どのような思いから、生活改善運動に取り組んで
いたのだろうか。大正12年（1923年）６月に刊行された『社会教育の研究』の序に寄せて、乗杉は次
のように語っている。
　「學校敎育のみが敎育の全部ではない。我が國に於ては敎育の概念をその極限にまで擴充する運
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動が起こらなくてはならぬと斯う考へて居つた余は、偶々命を受けて歐米に遊び、前後二年の間、
つぶさに各國敎育の趨向を見るに及んで、いよゝこの信念を確むることが出來、歸朝以來、これが
宣傳のために全力を傾けて今日に至っているのである」（乗杉，1923，序）。
　「これが宣伝」とは、「社会教育」のことを指すが、乗杉がこの現状をどう見ていたか、何故、生
活改善運動を手掛けたのかを、同書の記述から見てみよう。
　「我が邦に於ては、社會に對する觀念が甚だ薄くして、從つて社會生活に對する公共犠牲の精神
や又協同戮力の習慣に缺けて居ることは、他の文明國民に比べて、著しき遜色がある。吾等の現代
生活に於ける諸方面、乃ち政治公共協同乃至自治の實績が擧がらず其進歩の甚だ遅々として、彼の
英米アングロサクソン民族の營みつつある社會生活に較べて、大に見劣りする生活をなして居るこ
とは、實に遺憾至極のことであつて、たゞ國家の権力の下に漸く、其社會共同の生活の體裁を整へ
て居るに過ぎない。個々の國民としては甚だ自主自立の精神に乏しく、從つてお上だより人だより
で、權利は主張するが、義務履行の精神と體驗に乏しいことは甚だ遺憾に堪へない次第である」
（同p12）。
　乗杉が第四課の課長に就任したのは、二年余りに亘って第一次大戦後の米英仏伊諸国に学び、教
育の諸事情をつぶさに視察しての帰朝から間もない頃であった。乗杉にとっては、戦地から遠く離
れ世界から隔絶した島国に安住し、欧州大戦後の激動の時代を、以前と何の代わり映えもない生活
を営む国民の状態や、それを看過している政策は「甚だ遺憾千万」のことであった。すなわち、「國
民をして最も速に且最も正確に社會生活の意義を知らしめ、且之に對する必要な素質の養成と習慣
の涵養に努む」ことは、乗杉が「甚だ實際的で且最も緊要なるを感ずる」（同，p30）最優先事項
であった。
４－３　生活改善運動の特質と評価
　平井は、「一般に、1880年代以降、世界は近代から現代へと移り変わりはじめ、第１次大戦はこ
の転換期を加速したといわれているが、戦間期はこうした流れが一時的に中断され古い要素と新し
い要素が入りまじり、せめぎ合ってユニークな合成効果を生んだ」（平井，2005，p46）時期であ
ると述べている。第一次世界大戦は、現代の起点であり、戦勝によって五大国の一角を占めるに至っ
た我が国の国民にも、世界の一等国の国民としての新しい自覚を迫るものであった。文部省の行っ
た生活改善運動は、正にその典型であった。
　乗杉が「これが宣伝のために全力を傾けて」いたと言うだけに、生活改善同盟会からは機関誌『生
活改善』の他にも、同会の設立された大正９年（1920年）から昭和６年（1931年）までの間に19冊もの
書籍が刊行されている（磯野，2010，pp41-45）。会発足の当初から、各専門家委員に依頼して服装、
住宅、社交儀礼旅館食事などの調査が行われ、大正13年（1924年）２月には、それらを総合した『生
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活改善の栞』が出されている。
　その間にも、調査の済んだところから順次、小冊子が出され配付された。すなわち、大正９年（1920
年）７月『住宅改善の方針』、同年８月の『服装改善の方針』などである。そこに書かれた提案は、
当時としては極めて斬新なものであり、かつ表現も率直であった。たとえば、『住宅改善の方針』
に書かれた「住宅は漸次椅子式に改めること」を見てみよう。
　「我が邦に於ける現在の住宅を見るに、座式に依るものは其取扱に數多の手數を要し、且つ自由
の活動に適しませぬので、徒に時間を浪費し、仕事の能率を減殺することが少なくありません。又
之を衛生の上から見ましても不利の點が甚だ尠くないのであります。殊に近時に於ける一般生活の
變化に伴はないので之が爲め二重の生活を余儀なくし、随所に矛盾撞着を來たしつゝあることは、
我々が日常經驗する所であります。然るに椅子式は今日世界通有の生活法で、（中略）諸般の生活
様式に關する改善進歩は、獨りこの座式のみを長く此の儘にして置くことを、最早許すまいと思ひ
ます」（住宅改善同盟，1920A，p1）。
　「漸次」とは言いながら、長年親しんで来た在来の生活習慣や生活様式の見直しを確信を持って
提言している。『服装改善の方針』は、どうであろうか。
　「在来の和服は事務服としても、將た勞働服としても甚だ不便なばかりでなく一般に自由の活動
を妨げることが非常なものであります。故に和服は畢竟寝衣とし、又は閑居休養の衣服として、相
當の價値があるに過ぎません。斯様な服装が長く今日まで我が國に行はれて居たことは、住宅の構
造が然らしめたためでもありましたらうが、實に世界の一大奇蹟と謂はなければなりません。」、「時
世は幾轉回して左様な呑氣千萬な時代は何時しか過ぎ去つて、こんにちは専ら活動的の國民を要求
し、能率增進の必要が高調せられる新時代になりました。必要のためには如何なる障碍も驅逐して
進まなければなりません」（生活改善同盟会，1920B，p1）。
　和服の使用はもはや世界の一大奇蹟であり、服装の改善は是非とも断行すべきであるとの主張で
ある。
　生活改善同盟の主張は、今日から見ると当を得ていると感じられるところも多い。椅子式の生活
について、「今日の趨勢に鑑みて將來を豫想しますと、其の必ずや椅子式の廣く行はれる日の來る
べきことは確かな事實であります」（生活改善同盟，1920A，p2）と述べている点や、「本邦の住宅
には家族の日常生活を愉快ならしめる工夫設備が頗る乏しく」、「住宅の間取り設備は在來の接客本
意を家族本意に改めること」（同）などがそれである。
　しかし、こうした進歩的な提案を受容するべき都市新中間層は、まだ全体の少数に留まっていた。
だからが故の生活改善運動であったのであるが、そのため、この運動に関する先行研究の論調は、
見方によって評価が大きく分かれている。
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　宮坂は、生活改善運動が個人的な消費生活の合理化の奨めに止まった（宮坂、1966，p187）とし、
中嶌は、運動の主たる対象が都市中間層であったことから、地方農村や大衆に対する生活改善とし
ては欠陥があったこと、合理化や科学化が安易に結び付いた（中嶌，1974，p77-78）ことなどを指
摘している。また、久保内は、東京教育博物館で行われた「生活改善展覧会」について博物館の専
門分科化と大衆化の見地から考察している。そもそもこの展覧会の開催趣旨は、「国民に科学の素
養が行きわたらず、経済思想も乏しく、因習にとらわれ虚礼虚飾に流れ、欧風生活の輸入にもよっ
て二重生活を為しているため煩雑不合理な生活法となっているので、それが国民の能率を減退させ
国運の発展を阻害することのないよう民衆を啓発する」（久保内，1996，p44）という内容のもの
であった。しかし、様々な婦人団体や女学校などが会期中を通して展示活動に積極的に関わり、各
種の実演会・試食会が行われ盛況であったが、「一連の生活改善展関係の特別展覧会によって参加
活動を伴うという意味での大衆化が進められたが、生活科学という主題は博物館の専門性としての
科学とは乖離したまま」（同p47）であったと言う。つまり、生活改善同盟の設立趣旨でもあった「生
活科学という主題はスローガンとして連呼され」たが、しかし「継続的な科学性・合理性追求には
繋がりえなかった」（同p47）と言うのである。
　一方、小山は、大正後期に入ると生活改善運動が次第に成長し、真に生活の合理化・科学化を目
指すようになったと評価している（小山，1999，p80）。小山の、この運動が近代的な家族や家庭
とその経営主体である主婦を対象とした啓蒙運動であった、とする言説は興味深い。
５　生活改善運動と生活記録運動の関わり（地域における受容の実際）
５－１　経済更生運動から生活改善運動・新生活運動へ
　これまで概観して来たように、生活改善同盟の運動は、都市新中間層のような、知的にも生活的
にも当時としてはかなり水準の高い階層を対象として始まった。しかし、運動が広がるにつれて次
第にその対象が大衆化し、それとともに、当初の会の理念が変質していったと考えられる。
　昭和３年（1928年）の『改訂生活改善の栞』を経て、昭和４年（1929年）に出された『実生活の建直
し』は、総論、服装の改善、食事の改善、社交儀礼の改善、公衆衛生、予算生活、時に関する改善、
暦及び年中行事の改善、迷信の打破といった10章編制に改められている。この内の、「公衆衛生」、「予
算生活」、「時に関する改善」、「迷信の打破」の４つの章が新たに新設されたものである。中川（2012）
は、「予算生活」の中で「標準生活費」が論じられたことや、以前からの改善事項の中でも「農村
の台所改善や同潤会の住宅設計への言及」という言説の変更が見られることなどを挙げて、「改善
言説の内容の妥当とする範囲が、都市から地方を含む全国に、『中流階級』からそれ以外の階層を
含む国民一般へと明らかに拡大している」（中川，2012，p91）と述べている。
　だが、ここでもう一つ重要な変化を指摘しておかなければならない。それは、第一章「總論」の
第二節「國民經濟の立直しと婦人」である。ここには次のように書かれている。
　「國民經濟立直しの三本柱の中の二本、即ち政府と企業界とは、男子がその責任ある地位に立つ
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てゐる。三本柱の中の一本、卽ち家庭は、婦人がその切り盛りの責に任じてゐる。大體家族經濟の
收入は、殆ど全部主人が提供するのであるが、その八九割までを支出するのは主婦である。政府は、
日本國中の最大の消費者であるけれども、日本全家庭の支出高の總計は、政府の支出高とは問題に
ならぬほどの、巨額に達するであらう。この意味に於て、婦人は現在の經濟界の立直し、經濟國難
の打開と密接な關係があり、又、それだけ重大な責任があるものである。（中略）三本柱の一本を
支えてゐる婦人も、この際一大決心を以て家族經濟の合理化を圖らなければならぬ。婦人の支える
一本がグラゝしてゐるので、あとの二本がこんなに一生懸命に支へられ、しっかりしてゐるのに、（中
略）國民經濟の立直しができぬといふやうなことでもあつたならば、婦人は寔に申譯のない次第で
はないか。（中略）義勇奉公とは戰時に於てのみのことではない。平時が大切である。經濟國難の
打破、經濟界立直しをする三本柱の一本は家庭の婦人である。」
（生活改善同盟会，1929，pp33-34）
　関東大震災以後の慢性的な不況と金融恐慌の中で、家庭婦人が家族経済立て直しのための重要な
三本柱の中の一本であるとされたのである。家庭婦人も、男子と同じく、国家を支える柱であるこ
とが認められたのである。しかし、その一方で、『生活改善の栞』が「農村にしっくり適合しない
と云ふ聲」に応えて、慎重審議、研究を重ね、「家庭生活の改善并に共同への一新生面を拓き、眞
の農村文化を建設するに至らんこと」（生活改善同盟会，1931，序）を願って昭和６年（1931年）に
出された『農村生活改善指針』には、こうした家庭婦人の經濟に対する役割は一文字も書かれてい
ないのである。
　これらのことから言えるのは、生活改善同盟会の考える運動の対象が、昭和に入って都市から地
方農村へと広がったものの、農村の婦人達は閑却されていたという事実である。
　農村恐慌が深刻化する中で、この後、昭和７年（1932年）には、「農山漁村経済更生計画樹立運動」、
所謂「農山漁村経済更生運動」が実施され、政府が主導する新たな官制運動として、生活改善運動
と並行して推進されていった。この運動は、全国の指定町村に対して補助金を支給し、産業組合を
中心とした農村基盤の整備・合理化と機械化、さらに工場を起こして農村の工業化も進めるもので
あった（岡田，1982，pp44-46）。岡田は、「戦前日本資本主義の特質の一つであった小作問題の解
決には一切手を触れなかったという限界があったとはいえ」、この運動は「農民を救済するという
よりもむしろ資本の蓄積手段や農民の階層分解政策手段となったという点でも現代地域開発の原型
をなすもの」（岡田，1982，p63）と評している。
　第二次大戦を経て、農民のプロレタリア化・賃労働者化が進行しつつ、我が国は戦後を迎えたの
である。農村の婦人達や、中間層ではない一般の都市労働者達などを対象とした生活改善は、昭和
22年（1947年）の片山内閣の提唱した「新生活運動」や、昭和23年（1948年）に農林省の所管する協同
農業普及事業として発足した「生活改善普及事業」に引き継がれた。
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５－２　生活記録運動のはじまり
　敗戦による占領統治と戦災による混乱の中で、占領軍による上からの「民主化」に飽き足りない
思いの婦人達や勤労青年達は、職場や地域で思い思いに自主的な学習グループを結成し，様々な文
化活動を行っていた。
　こうした中で、仲間の中で書き合い話し合うことを通して既成概念や観念的な思考を克服し、新
しい見方考え方と実践への意欲を獲得していく生活記録学習は、農村部では、青年団の「共同学習」
運動の中で発展をみせ、婦人会などでは「生活文集活動」として広がりをみせていく。島田は、「生
活の事実をありのままに書くことをとおして，事物を客観的かつ主体的に把握する力を養い、自己
の生き方をつかみ取っていくことを目指す大人の学習活動」を生活記録と定義し、それは、「戦前
東北地方を中心に広がりをみせた学校教育における生活綴り方教育運動の伝統を受け継いだもので
あって、戦後「山びこ学校」に代表される児童の生活綴り方教育の発展に刺激されて、工場や農村
の青年、家庭の主婦たちの間に広がりをみせ、生活記録運動と呼ばれるようになった」（島田，
2002，p295）としている。端的に言えば、戦後、各方面で流行した「大人が生活綴方作品を書く
運動」（国分，1955，p70）である。
　戦前期の生活綴方運動は、「国民学校制度が確立されるとともに、直接的な弾圧および間接的な
圧迫によって中断されることとなり」（国分，1958，p572）、「子供たちに自分の暮らしや日々の思
いをありのままに作文に書かせる「綴方（作文）教育」に励んでいた青年教師たちが、「貧困などの
課題を与えて児童に資本主義社会の矛盾を自覚させ、階級意識を醸成した」などとして次々と逮捕
され」（佐竹，2014，p8）教壇を追われた。その生活綴方が、戦後になって再び注目され，大人の
学習活動にも採り入れられ、国民的な生活記録運動となったのはどういうわけであろうか。
　勝田は、生活記録は、「古く低い生産様式の支配するおくれた社会の土台のうえに、さまざまの
先進的な概念や思想が、大衆を観念のとりことしていて、すなおな事物の認識をはばんでいる日本
のような社会では、事実をありのままに書きあらわそうとする努力から、人びとの思考をたてなお
すような役割をはたす」（勝田，1956，p118）とし、それは「サークル活動の中で人びとの気持ち
を自覚的に結びつけるきずなとなっていて、国民の自発的な学習運動の中で基礎学習として用いら
れる」としている（同，118）。ここで言うサークル活動とは「大衆運動の中で生まれてきた自主的
な学習集団とその学習活動」、「生活問題の根本的な解決をもたらそうとするための生活的な学習の
場」であり、生活記録のサークルはそうした多種多様な学習領域全体の基礎となる「国民的な読み
書き運動」であるとしている（同，82）。
　しかし北河は、サークル誌・生活記録誌の発行を指標として、山形県、秋田県、長野県などの文
集創刊のピークは1950年代半ばから後半にかけてであったこと、大企業のサークル・生活記録運動
は、企業のサークル対策・労務管理体制の確立によって早くも1950年代から衰退が始まっていたこ
となどを指摘している（北河，2014，pp8-11）。
　働きながら学ぶ青年学級生の生活記録作品を集めた『若い河』には、貧しい環境の中で直向きに
努力する青年達の率直な生活記録が並んでいる。しかし、そこから何をどう学び、生活や地域、職
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場、社会、自分や自分達をどう改善していけばよいのか、その方法については触れられておらず、
そこから先は各々の読者の学習に任されていた。
　「教師や指導者たちは、なにかというと問題解決の学習というが、私たちの生活を見わたしてみ
ても，ちょっとやそっとで解決できそうな問題は、なにひとつない。解決できそうもないからこそ
問題なのである。そこで、多くの人たちは問題から目をそらしてしまうか、問題をよけて通ろうと
する。いくら考えてみたところで、どうにもなるものでないと思えば、苦労してむずかしい問題と
取組むことがばからしくさえなってくるのだ」（読売新聞社，1955，はしがき）。
　「いつまでもこんなことをやっていたってしようがないではないか」（横山，1987，p28）という
批判は、1950年代から一般的な認識であったらしい。そうした生活記録運動の混乱と衰退は、如何
なる原因から生じたのだろうか。
　書くべきことを見つけることは難しい。それを読む人にきちんと伝えられるように書くことも難
しい。第一、自分の弱さや醜さ、貧しさなど人には見せたくない、知られたくないことをさらけ出
すのは勇気が要る。そうしてやっとの思いで打ち明けたことを、みんなで話し合い、解決策を考え、
実践していくのは途方も無く困難である。しかし、解決できそうもないからこそ問題なのであって、
講習会で「上から」与えられた方法論や学習原理ではなく、勤労青年や婦人達自らが、日々の苦し
い生活や労働の中からつかみとった自前のやり方が求められなければならない。
　生活記録は「書かれたもの」を指すだけではなく、書き手がそれを書くに至った環境や過程、書
かれた後の読まれ方、広がり、その後の書き手や集団の変容までを含めた「書くことの意味」を重
視した「大人の自主的な集団学習運動」であった。混乱や葛藤も学習のうちである。それは、地域
で暮らす一人一人の民衆の生活と労働に根ざした生きられた生活改善運動そのものであった。
６　むすびにかえて
　日露戦争後の困難な状況の中で国運の進展を目指す地方改良運動は、第一次大戦後の民力涵養運
動や生活改善運動へと引き継がれた。しかし、狭い農地に過剰な人口を抱える我が国の農村と資本
主義の関係は、地主制の下で自営的な農民層を掘り崩さずには置かない矛盾を抱えていた。地方改
良運動が、その後も民力涵養運動や農山漁村経済更生運動、第二次大戦後の新生活運動や生活改善
普及運動へと、くり返し引き継がれなければならなかったのはそのためである。
　非科学的で不合理的な制度を温存したままでは、経済発展を成し遂げ、生活の向上を図るのは難
しい。この状況下で、国民を統合するには、各自の自助努力に俟つ他に方法は無く、それは結局は
「人づくり」、「中堅の人物養成」といった教育の問題へと還元されることになったのである。生活
改善同盟会を通して文部省が推進したこの運動が、そうした根本的な矛盾や、経済的な問題を避け、
個人個人の「一般生活振りの改善」（生活改善同盟会，1924，pp123-126）といった生活様式の問題
に引き寄せられたのもそのためである。
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　生活改善運動を推進した文部省普通学務局第四課課長の乗杉は、『社会教育の研究』の中で、「社
會敎育とは個人をして社會の成員たるに適應する資質能力を得せしむる敎化作業である」、「敎育的
救済といふのは、社會に於ける弱者を救済するに、物質的に之を行ふに對し、精神的に行ふ意味で
ある。かくの如き事業が、將來社會敎育の重要なる部分を占むべきことは、最早疑を容るべき餘地
がなくなった」（乗杉，1923，p11）と述べている。
　佐野は、文部省が目指した思想善導について、「思想善導とは『善きに導く』であり、簡単にい
えば思想「変更」であるが、この「善導」には、「取締り」だけでなく「推奨」の意味が含まれて
いる。取締りを消極的と考えれば、まさに思想善導は、文部省の『積極的』方面の施策に他ならな
い」（佐野，2006，pp33-34）と指摘している。
　乗杉は、人事の全てが生活であって、「生活の改善といふことをもう少し端的に申すと、人間其
ものゝ改善と言っても良い譯である」、「衣食住といふやうな問題なり、或は其他の日常生活の慣習
とか様式とかいふものゝ改善は、矢張之を詮じ詰めて見ますれば、其基礎になつて居る吾々の精神
生活の改善をも意味するもので、（中略）生活改善は結局吾々自身の改善と言っても差し支えない」
（乗杉，1923，pp322-324）と述べている。
　第二次大戦後の婦人達や青年達の取り組んだ生活記録も同じである。ただ文章を書くのではなく、
その奧にある新しい人間とその精神を作っていたのである。第二次大戦以前の生活改善運動が、椅
子式の生活や洋服の着用といった「形式」の改善振りばかりに目を奪われたように、第二次大戦後
の生活改善運動や生活記録運動も、「民主主義」や「新生活」の言葉に眩惑されて本質を見失った
のだろうか。
　本稿においては、資幅の制約から第二次大戦後の新潟県内の生活改善運動と生活記録運動の事例
を論述することができなかった。改めて、別稿にて事例を取り上げ論述することとしたい。
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